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東アジアでは米国及び日本などの同盟国と中国の間で海洋戦略上のバランスが

変化している。中国が海上からの攻撃に対する脆弱性を解決するため、防衛の傘

を遠洋にまで拡大しようとしているからだ。こうした中国の戦略は日本防衛のた

めの米国の攻撃能力を鈍らせる危険がある。これに対応するため、米国はエアシ

ーバトル戦略を導入した。米国は東アジアへのアクセスを保障しようとし、中国

はこれを拒否する戦略を取っている。 

東アジアに存在する安全保障上の未解決の問題は北朝鮮を除き、台湾、竹島、

尖閣諸島、南シナ海などすべて海洋上の問題だ。米国は外交的手段を通じた平和

的解決、海上貿易を阻害しないことを望んでいる。東シナ海で最も対立が高まっ

ているのは尖閣諸島をめぐる日中関係だ。クリントン米国務長官は日米安保条約

第５条（対日防衛義務）が適用されると発言した。潜在的に日米中の発火点とな

りうる場所であり、日米が緊密にフォローするべきだ。 

中国と戦うとは思っていないが、中国が海軍力で西太平洋をコントロールでき

るなどと信じないように、現在の米軍と海上自衛隊の日米の優位性を保つ必要が

ある。中国の空母保有によって軍事バランスが崩れるとは心配していない。日米

は世界で最上位の潜水艦能力を持っており、中国の対潜水艦能力には脆弱性があ

るからだ。 
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司会：坂東賢治・企画委員（毎日新聞編集編成

局次長） それでは、時間になりましたので、本

日はマクデビット米海軍分析センター上席研究

員を囲む会ということで、これから会見を始めた

いと思います。 

マクデビットさんは、米海軍に 34年在籍され、

その間、沖縄にももちろんいらっしゃったことが

あるそうです。日本にも駐在されたそうですけれ

ども、その後、海軍少将として退役され、現在は

米海軍分析センター戦略研究部で、我々の非常に

関心の高い中国の国家海洋戦略などを中心に研

究されているということで、その辺のお話を本日

おうかがいできると思っております。 

きょうは、沖縄返還 40 周年という節目のとき

にちょうど来ていただきまして、本当にありがと

うございます。それでは冒頭、マクデビットさん

のほうからお話をうかがい、その後質疑に移りた

いと思います。よろしくお願いいたします。 

海洋戦略上、米中のバランスが変化 

マクデビット 本日は、日本記者クラブでこの

ような機会を与えていただいて大変光栄に存じ

ます。今回、来日して一連の講演会を開かせてい

ただきます目的というのは、主に海洋安全保障に

ついて話すことでありますので、本日の私の個人

的な話の内容というのは、したがって海上協力は

対象としておりません。海上における協力という

のも、確かに長期的に東アジアにおける平和と安

定のためには重要だとは認識しております。 

もし私が冒頭このコメントをしなければ、皆様

のほうで、アメリカ側は海上協力については大し

て気にかけていないのではないかと、誤った印象

を受けてしまわれるのではないかと思ってお断

りしておきました。ワシントンは海上協力を重視

しておりますので、質疑応答の際に、もしご関心

があれば、そのテーマについてもお答えしたいと

思います。 

東アジアの海洋安全保障について理解するた

めに最も重要な点というのは、アメリカと同盟国、

そして中国の間の海洋戦略上のバランスが変化

しているということを理解することであります。 

中国が現在、海洋上のバランスを変更しつつあ

る理由は、200 年来、中国が苦しめられてきた安

全保障上の問題を解決するためであります。これ

は、中国は海上からの攻撃に対して脆弱であると

いう点であります。そのために中国は現在、防衛

の傘というのを、沿岸からかなり離れた遠洋にま

で広げ、そうすることによって攻撃からの脆弱性

を解決しようとしております。つまり、例えば台

湾で紛争が起きたときにアメリカが介入できな

いようにと。 

この防衛の傘を中国が遠洋の太平洋にまで拡

大することによって、中国の近隣諸国、日本や韓

国にとっての安全保障の状況というのが悪化し

ております。1つ例を挙げます。日米の間の日本

の防衛のための役割分担は、日本が盾となり、ア

メリカが槍となるということです。日本が自国の

防衛ということで盾になり、アメリカが日本を攻

撃する国に対して、攻撃を加える槍となるという

考え方であります。しかし、残念ながら中国の戦

略というのは、米軍がその軍事力を推進する能力

を限定することです。つまり、日本を防衛するア

メリカの責任としての槍を鈍らせる脅威があり

ます。 

エアシーバトルで中国戦略に対応 

アメリカが安全保障条約の相手国に負ってい

る責任を果たすために、アメリカはこういった中

国のイニシアチブに対して、新しい概念としてエ

アシーバトルを導入しました。これは何を意味し

ているかといいますと、アジアにおける同盟国、

そして友好国に対して、同盟国としての責任を果

たすことができるよう、アメリカの軍事力のケー

パビリティーを確保するものであります。 

単純にとらえれば、アメリカの戦略というのは

東アジアに対する接近を保障することにあり、そ

れに対して中国の戦略は東アジアに対する接近

を拒否することにあります。したがって、接近に

関しては対立する、競合する概念がある。一方は

東アジアに対する接近を保障しようとして、もう

一方はその接近を拒否しようとしているわけで

す。したがって、いまの状況というのを私はケー

パビリティーに関する競争と呼んでいます。 

それでは、アジアにおける海洋安全保障につい

てもう少し具体的なお話に移っていきたいと思

います。いま存在している未解決の安全保障の問

題は、アジアの場合、北朝鮮問題を例外として、

すべて海洋上の安全保障の問題です。 

それでは、いくつか例を挙げさせてください。

台湾は島でありますので、本質的に海洋安全保障

の問題です。また、竹島（独島）に対する日本と

韓国の間の意見の対立、これも海洋上の問題です。

そしてまた東シナ海における尖閣諸島、

Diaoyu(中国名・釣魚島)をめぐっての日本と中国

の間の紛争、これも、海洋の問題です。それから、

南シナ海をめぐっての一連の複雑な問題、これも
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性格上、海洋上の問題です。 

資源をめぐり対立する南シナ海 

それでは、南シナ海のお話に入っていきたいの

ですけれども、南シナ海関連の問題を 3項目に分

けてお話ししたいと思います。 

まず１つ目は南シナ海におけるさまざまな領

有権の主張の対立です。中国は南シナ海における

すべての島、岩礁に対して領有権を主張していま

す。ベトナムは、南シナ海のすべてではありませ

んが、ほとんどの島に対して領有権を主張してい

ます。フィリピンは、南シナ海の島のすべてでは

ありませんが、一部に対して領有権を主張してい

ます。同様にインドネシア、マレーシア、ブルネ

イも、南シナ海のすべてではありませんが、一部

の島に対して領有権を主張しています。 

こういった島々ほとんどは、人も住むことがで

きないような島であるにもかかわらず、こういっ

た岩礁や島に対して、どうして気にかける必要が

あるのか。答えは資源です。国連の海洋法条約に

よりますと、ある国がその島に対する主権を立証

することができれば、12 海里ないしは 200 海里

の水域に対して排他的経済水域を宣言すること

ができます。この排他的経済水域の中のすべての

漁業、そして天然資源に対して、その国は排他的

な権利を主張することができるからです。 

アメリカがこういった相対立する領有権の主

張に対してとっている立場というのは、どちらの

国の主張がよりベターかという判断は行わない

ことをあえて選択しています。しかし、こういっ

た紛争があくまでも外交的な手段を通じて平和

裏に解決されることを望んでおります。そして、

南シナ海を通過して中国や韓国や日本と行われ

ている海上貿易が中断しないことを望んでいま

す。 

2番目の南シナ海関連の問題というのは、いわ

ゆる 9つの点線の境界線でありまして、これは中

国がみずから作成した南シナ海に関する地図で

出てくる線であります。この 9つの境界線という

のは、ほとんどすべての南シナ海をもカバーして

おります。この境界線はどういう意味を持ってい

るのか。中国は、島や岩礁だけではなく、水域に

対してもすべて領有権を主張しているのかどう

か。これについてはかなりあいまいになっており

まして、中国政府もこの 9つの線が何を意味して

いるかを明確にすることを拒否しています。その

結果、かなりの不確実性というのが出てきており

ます。ベトナムやフィリピンといった国が、この

排他的経済水域の中で資源を開発する権利を持

っているのかどうかについて、不確実性が出てく

るのです。 

尖閣諸島は日米安保条約の適用対象 

最後にカバーしたいトピックは海洋安全保障

と東シナ海です。 

これは日本にとって非常に重要性の高い問題

です。というのは、本当に東シナ海というのは日

本の国の水域にかかっているからです。 

もちろん、台湾と中国本土の間の問題というの

は忘れることはできないのですけれども、幸いな

ことに、この問題は後退しております。そして、

この中台関係というのは、いままでの中でも最も

良好な状態に現在保たれておりますので、中国と

台湾の間で紛争が発生する見通し、確率というの

は大変低い水準にあります。しかし、ここで私が

台湾の話を出している理由は、台湾がまさにこの

東シナ海の南の端に位置しているからです。 

現在、東シナ海において最も対立が高まってい

る問題は、尖閣諸島をめぐる日中関係です。この

島々は日本の行政管理のもとにありますので、

2010 年 10 月にクリントン国務長官は、もしこれ

らの島々が攻撃されるような場合には、日米安全

保障条約の第 5 条が適用されるということを発

言しました。 

この島々で紛争に発展した場合には、アメリカ

と日本と中国がかかわり得る、潜在的に大変な発

火点となり得る場所でありまして、もし武力が行

使されるようなことになったら、そうなる可能性

があります。それが実現する可能性というのは現

在大変低くなってはいますけれども、完全に無視

していいというわけではありません。したがって、

これは潜在的に長期的な安全保障問題であり、日

米双方が緊密にフォローするべきであります。 

日本とアメリカにとって今日、最も即時的かつ

深刻な安全保障の問題は北朝鮮の問題でありま

す。しかし、それに続いて、いま私が挙げたよう

なすべて、性格上、海洋上の一連の安全保障の問

題も、予見し得る将来について解決される見込み

というのは一切立っておりません。したがって、

北朝鮮の問題と同様に、数多く私のほうから挙げ

た海洋安全保障上の問題というのも、今後長くと

どまると覚悟したほうがいいと思われます。 

ありがとうございました。それでは皆様のご質

問をお受けしたいと思っております。 
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≪質疑応答≫ 

司会 ありがとうございました。先ほど冒頭に

ご紹介を忘れましたけれども、マクデビットさん

は昨日、アメリカンセンターで日米中の安全保障

専門家によるシンポジウムにご出席されて、これ

から福岡、大阪、沖縄でも同じシンポジウムを開

かれるということです。きょうは一番お忙しい日

で、もうすでに朝、1つプレゼンテーションが終

わってここに来られたということで、さらに午後

にはまた 2つ会合に出られるということです。お

忙しいこととは思いますけれども、しばらく質疑

応答にしたいと思います。 

それでは質問に移りますが、まず司会のほうか

ら質問させていただきます。 

1 つは、きょうは沖縄返還 40 周年ということ

で、沖縄の問題についておうかがいします。いま、

中国の海軍力が増強される中で、アメリカの海洋

戦略にとっての沖縄の戦略的重要性というのは

高まっているのか。あるいは沖縄はミサイルの攻

撃範囲に入っていることもあり、中国に近過ぎる

というような指摘もあります。むしろアメリカは

ラインを後ろに下げているのではないか。ダーウ

ィンとかフィリピンとの関係強化などについて

もそのような見方もあります。 

マクデビットさんは、沖縄の戦略的重要性とい

うのは過去に比べて高まっていると思われるか、

それとも、むしろ少なくなっているとお考えか。

その理由についておうかがいしたいと思います。 

戦略的に重要性が高い沖縄周辺海域 

マクデビット 特に海洋上の安定性というの

を維持するために、米軍、そして日本の自衛隊双

方の展開にとって、沖縄の戦略的な重要性は、ま

だ中核的なものになっていると信じています。 

その理由の 1つは、日本と韓国のシーレーンが、

フィリピンと台湾の間を通って琉球諸島沿いに

日本にまで伸びているということ。監視能力、そ

してまた空港を、基地を維持する場所として重要

性が高いと思っております。この水域内における

海軍の活動のモニタリングを行うために。どこか

の国が、南シナ海から北に向かって日本に伸びて

いるシーレーンを切断したいというようなこと

を企てることを、より難しくするためであります。 

したがって、沖縄、琉球諸島のチェーンは、基

地、そして拠点を置く場所として重要性が高いわ

けであります。空港であるとかレーダー、そのほ

か監視機能を置くに当たっては非常に重要です。

東シナ海の動向、そして、またさらにフィリピン

に至るまでの水域を管理するうえでも非常に重

要だと思っています。 

また、沖縄と琉球諸島は、東シナ海の玄関口を

守る位置にあります。そしてまた中国の上位 10

個の港のうち 6 個までが東シナ海経由となって

おります。そういう意味では中国のシーレーンに

対するヘッジとしても重要性があるわけです。 

日本のシーレーンに対して、それを切断しよう

とする試みがなされた場合に、アメリカと日本が

同じことをして返すというケーパビリティーを

獲得できる場所です。こういった琉球諸島の地理

的な位置づけのために、アジア全体の海洋安全保

障戦略ということでは非常に重要性が高い水域

といえるでしょう。 

 

司会 ありがとうございます。もう 1つだけ中

国の海軍力についておうかがいしたい。米海軍の

トップはいつも、中国の海軍力はアメリカにとっ

て直接の脅威ではないということをよくいわれ

るのですが、マクデビットさんの認識はこれと同

じでしょうか。それから、脅威ではないというこ

とですが、いずれアメリカにとっての直接の脅威

になるというようなことはあり得るというふう

にお考えですか。それはまたどういう条件のもと

でそうなってくるとお考えでしょうか。 

日米海軍力の優位性維持が必要 

マクデビット 直接的な脅威、例えば中国の海

軍が太平洋を横断してカリフォルニアを攻撃す

るかどうかという点については、私は全く心配し

ておりません。 

アメリカと日本にとって重要な点は、事実上、

中国の海軍力が増強されているということです。

いずれ東アジアの水域を潜在的にコントロール

する能力を持つかもしれない。アメリカと日本の

海上自衛隊が中国の海軍力の増強にある程度追

いついていかなければ、そうなってしまうという

ことであります。 

ですから、アメリカに対して直接的な脅威にな

るのではないのですが、アメリカの利益にとって

脅威となり得るということ。というのは、潜在的

に日本の利益にとって脅威となり得るからです。

ひいては地域全体の安定性を損なう可能性があ

る。地域が安定していなければ、いままで順調に

地域全体が成長してきたことが阻害されてしま

います。 

それから、中国と戦うのではないかということ
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は、私も思っておりません。しかし、中国国内の

人たちが、ある程度西太平洋を中国の海軍がコン

トロールすることができる、その水域を独占する

ことが可能だというようなことを信じないよう

に、考えないように、我々としては慎重に対応す

る必要があるということです。 

もう一点申しあげたいことは、現在では日本の

海上自衛隊とアメリカの第七艦隊は優位性を持

っています。しかし、今後、中国の海軍の近代化

が進み、新しい艦艇とか潜水艦をふやしていくに

当たって、アメリカ、そして日本の自衛隊も現在

の優位性を保てるようにしていかなければなり

ません。 

 

司会 ありがとうございました。それでは、会

場のほうからの質問をお受けしたいと思います。 

 

質問 中国が空母の機動部隊を編制して展開

したりというようなことをやっているのですが、

空母の機動部隊というのは運用が非常に難しい

と聞いております。中国の空母の機動部隊が実際

脅威となり得るのか。あるいは、なり得るような

段階にどれくらい日にちがかかるのか。それから

それは米軍の第七艦隊の動きに影響するような

状況になるのかどうか。教えてください。 

中国の空母保有は脅威ではない 

マクデビット いまのご質問に端的に答えれ

ばノーですけれども、説明させてください。 

確かに中国は旧ソ連の空母を建造し直し、改装

して、実際にそれを配備したのですけれども、こ

れを主に訓練目的で使っているわけです。空母を

使って、そしてまた空母をベースにした航空機、

戦闘機の使い方を学習するために、いま用いてい

ます。ですから、将来いつかの時点で、例えば

10 年後に中国が空母を 2 隻──最大でも 3 隻だ

と思うのですけれども──展開して、その空母、

そしてその空母に搭載されている戦闘機を使う

ということはあり得ます。しかし、これは戦時で

はなくて、主に平時に使うことが予想されます。

その理由はいまご説明します。 

アメリカと日本は、世界でも最上位の潜水艦能

力を持っています。したがって、中国サイドでこ

ういった潜水艦を発見することが非常に困難に

なっているわけです。ですから中国が配備してい

る海上の船舶、これは空母でも、駆逐艦でも、タ

ンカーでもそうなのですけれども、なかなか潜水

艦は発見できないわけです。ですから海上のそう

いった空母等が東シナ海を一たん離れて、例えば

フィリピン海に移動するということになります

と、アメリカや日本、あるいは紛争の潜在的な相

手国の潜水艦からの攻撃に大変脆弱になってし

まいます。ですから、そういう意味では中国の空

母によってバランスが崩れるのではないかとい

うことは、私は一切心配しておりません。潜水艦

に対する脆弱性が高いからであります。中国の対

潜水艦の能力（ケーパビリティー）は、決してい

いとはいえないレベルでありますので。 

アメリカの潜水艦にいる士官たちの間ではや

っている冗談があります。若い船員に対して「船

を沈没させるベストのやり方は」と尋ねると、そ

の答えというのは、「船の底に水を浸水させるこ

とだ」と。で、それは魚雷でできることなのです。 

 

質問 アメリカは国防費の大幅削減をいま進

めていますけれども、それで中国の海軍増強のス

ピードに追いつくのでしょうか。可能なのでしょ

うか。 

もう 1つは、米中の軍事力のバランスの展開に

従いまして、いずれは米中衝突するという可能性

はないのでしょうか。 

米中衝突の可能性は低い 

マクデビット ご承知だと思いますけれども、

オバマ大統領は 11 月のアジアの歴訪時点で、国

防予算を削減しても在アジアにおける米軍に対

する影響は出ないということを断言しました。現

在計画されているアメリカの国防費の削減につ

いて、認識していただく重要な点は、国防予算の

伸び率を減少させているということです。絶対額

としての国防予算を減らしているわけではあり

ません。国防予算が大幅に伸びていたのを、もっ

と横ばい、小幅な伸びにとどめるといった削減で

ありまして、マイナスになっているというわけで

はないのです。 

皆様に誤解を与えたくないと思うのですけれ

ども、しかし、現在計画されている国防予算の削

減以降、何が起きるかということについては、ま

だ不確実性があるわけです。そして、ロムニー元

知事が大統領に当選するのか、それともオバマ大

統領が再選されるのかということにかなりかか

っていると思います。ロムニー元知事のほうは国

防予算の削減について、それを復帰させると述べ

ています。ですから、現在計画している国防予算

の削減は確かなものなのですけれども、それより

後の、将来どうなるかということについては、ま
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だまだ不確実な面があります。 

国防予算削減の結果、中国と衝突が起きる可能

性があるかという趣旨のご質問をされましたが、

私はそうは思いません。中国も戦うことは望んで

いないと思います。中国はむしろ内政の問題につ

いて集中したいということで、どちらかというと

周辺の平和を確保することによって、指導部とし

ても内政問題に集中的に取り組んでいきたいと

いうことで、アメリカも中国と戦うことは望んで

いないと思います。米中間の対立の最も大きな火

種であった台湾、これがかなり確率的に下がって

おりますので、そういう意味で衝突が起きる可能

性というのはあまりないと思っています。アメリ

カとアジアにおける同盟国が、中国の近代化にあ

る程度追いついていくことができれば。 

 

質問 アメリカがフォーカスをアジアにシフ

トさせているということをおっしゃいました。こ

の政策が日本の防衛の姿勢にどう影響するのか

について考えております。アメリカはこの新しい

戦略のもとで日本がどういう役割を果たすこと

を期待しているのでしょうか。 

アジア重視は米国の国益にかなう 

マクデビット 私はアメリカ政府の代表とし

てお話ししているわけではありませんので、あく

までも個人的な見解として述べております。 

アメリカがフォーカスを東アジアにシフトさ

せる、戻すという戦略をとっているという点につ

いて、これは世界の経済の中心、重心というのが、

アジアにシフトしていることを受けて必然的な

ものなのです。アメリカ国内で雇用を創出したい

と望めば、アメリカからの輸出に依存しなければ

いけない。そういったアメリカからの輸出をどん

どん買い入れてくれるお金がどこにあるかとい

うと、アジアなのです。したがって、アメリカの

アジアに対する輸出を行うことによってアメリ

カ国内で雇用を創出したいということで、こうい

ったシフトを東アジアに向けて行うのは、アメリ

カの国益にかなっています。 

アメリカとしては、アジアが経済的に成功でき

たのは、この地域で平和と安定があったからだと

確信しています。したがってアメリカの地域にお

ける軍事的なプレゼンスがアジアの平和と安定

に貢献できたと確信しているわけです。アジアの

経済成長が今後も続いて、アメリカからどんどん

輸入してもらうためには、この平和と安定が必要

です。そういう意味でアメリカの前方プレゼンス

が必要となってくるという論理なのです。 

日本の役割ということですが、アメリカ政府と

日本政府は、役割とミッションの分担というプロ

セスを立ち上げています。つまり、どのミッショ

ンについて日本の自衛隊が担当し、どのミッショ

ンについて米軍側が担当するのかということを

相談しています。 

日本がどういう役割、どういうミッションを遂

行するかということについては、防衛大綱に出て

います。対潜水艦とか、インテリジェンス（情報

関係）とか、サーベイランス（監視）で何をする

ということとか、日本の陸上自衛隊が北から南に

フォーカスをシフトさせていくということも書

いてあるわけです。アジアにおける戦略的なバラ

ンスがどう変わっているかということを受けて、

すべて戦略的に理にかなったことが書き込まれ

ている。そういう意味でアメリカは、日本の防衛

のために日本側が果たそうと計画している内容

の判断に満足していると思います。つまり、端的

にいえば、日本側でやるといっていることをぜひ

やってくださいということです。 

 

質問 いまのお話を聞いていますと、日本の政

府の説明は全体の南シナ海のことを含めて少し

危機感を強くいっているような気がします。これ

は個人的な意見で結構なのですが、アメリカもそ

うでしょうけれども、日本では予算が足りないと

いう大きな問題があります。これからの年金や税

金をどうしていこうかという問題がある中で、ア

メリカからのいろいろな負担の肩代わりといわ

れているもの、基地の支援、日本のほうのサポー

ト、これが問題になっている。その他、例えば新

しくＦ35を42機買い入れる、これが8,000億円。

日本の財政を圧迫するということで、こうした問

題は一部で議論になっております。これは日本、

アメリカ、両方がどう分担していくかという問題

なのでしょうけれども、日本からみると、もう少

しアメリカもその辺、配慮ができないのかどうか。

元指揮官のお立場として、あるいは周りの方の世

論として、アメリカでは日本のことをどういう受

けとめ方をしているのでしょうか。 

新戦闘機 F３５購入は日本自身の選択 

マクデビット ご質問に対して端的な答えが

できるかどうかわからないのですけれども、アメ

リカとしては、日本の予算の決定に伴う政治的な

プロセスの日本側の事情について、常にセンシテ

ィブな配慮をしてきたつもりであります。同盟国
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の立場として、別の同盟国に対して国防予算を増

額しろというような多大なる圧力をかけるとい

うのは、いい政策ではないと思います。すでに財

政的な問題をかなり抱えている同盟国に対し、そ

のようなことをするのはよくないと思います。Ｆ

35 ないし、他の戦闘機を購入するか、全く購入

しないかというようなことは、あくまでも日本政

府が決定されるべきことです。アメリカとして唯

一できることは、こういった代替案があるという

ことを提示するだけだと思うのです。 

もちろん、アメリカとしては、アメリカ製の戦

闘機を日本として購入してくださったほうが、ほ

かの国のものを買うよりはうれしいかもしれま

せんが、それでも日本政府として別のものを買う

という方向に動いたら、それはそれで、アメリカ

側としては残念だと思うかもしれませんけれど

も、受け入れることであります。 

 

質問 北朝鮮が核実験を繰り返して核を増強

している。それから尖閣列島にもし中国海軍が上

陸したりすると、日本の国内に核を持つべきだと

いう意見がふえてくると思うのですが、それに対

してアメリカはこれからどういうような対処を

していこうとしているのか聞かせてください。 

 

マクデビット 北朝鮮というか、日本が核兵器

を持つベきかどうか。 

ある意味では、日本はすでに核兵器を米軍とい

う形で持っているわけでありまして、ある意味で

は核の抑止力の拡張されたものを持っているわ

けです。同盟国としての責任の一部として、核の

傘というのをアメリカが日本に提供しているわ

けでありまして、日本に対して核抑止力を拡張し

て提供しているわけです。ですから、日本が核兵

器によって攻撃される場合には、アメリカは対応

する能力というのを持っているわけで、日本が独

自に核兵器を保有しなくていいというのが、これ

はこの同盟関係の非常に重要な部分となってい

ると思っています。 

核抑止力が拡張されている、延長されていると

いうことが成り立つかどうかのかぎは、信頼性が

あるかどうかということで、アメリカの抑止力が

日本の国民の皆さん、そして北朝鮮から信頼され

ているかどうかということで、これは東京とワシ

ントン、日本政府とアメリカ政府の間の戦略的な

信頼関係が成り立っているかということによる

わけです。 

 

質問 きょうのお話の中で、エアシーバトルに

ついて冒頭ご説明がありましたけれども、このエ

アシーバトル構想、先々月、ＤＯＤが発表したリ

ポートの中では、この表現が消えております。こ

こ 2～3 年間、エアシーバトルは論議の的になっ

ていましたが、現在では海軍と空軍のインテグレ

ートした形でのコンセプトという形で別の表現

になっております。これはなぜでしょうか。エア

シーバトル構想の役割はすでに終わったという

ことでしょうか。 

もう 1 つは、尖閣問題についてお尋ねしたい。

先ほどお話が出たとおり、防衛大綱ではダイナミ

ックディフェンスという表現で日本の陸上兵力

を北から南へ、南西諸島方面へ移動させるという

ことがうたわれていますが、具体的に尖閣におけ

る防衛体制というのは確立されているわけでは

ありません。日本の陸上兵力をもっては敵前上陸、

いわゆる Amphibious warfare に対処することは

できません。日本は海兵隊のような能力を持って

いないからです。そうしますと、尖閣防衛におけ

る日本とアメリカの軍事的なミッションの役割

分担、この点についてはどうお考えでしょうか。

日本独自による防衛というのは可能でしょうか。

それともどのようにアメリカはそれに対して補

完するのでしょうか。 

自衛隊も陸海両用作戦能力を持てる 

マクデビット エアシーバトルですけれども、

これはいまでも生きています。加藤洋一氏が記事

を書いて、エアシーバトルを過小評価しています

けれども、彼は間違っています。このエアシーバ

トルというのは、アジアにおける安定維持という

ことではアメリカの戦略の中で要となっている

概念であります。そして、この 2週間ほど前に「ア

メリカン・インタレスト」という雑誌――これは

オンラインで買うことができますけれども――

に記事が出まして、これはアメリカの海軍のチー

フ・オブ・ネーバル・オペレーション、それから

空軍のチーフ・オブ・スタッフ共著の記事で、そ

こで詳細にわたって、このエアシーバトルについ

て語られておりますのでご参照ください。 

でも、加藤洋一さんは私の古くからの友人であ

るということも一言つけ加えておきます。 

尖閣諸島におけるAmphibious capabilityにつ

いてなのですけれども、日本の陸上自衛隊も陸海

両用（Amphibious warfare）を学習しつつありま

して、1 部隊が Amphibious な攻撃の行い方もい

ま学習しているところであります。海上自衛隊の
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ほうもＬＳＴ（戦車揚陸艦）など、その他の陸海

両用の上陸用の舟艇等を購入している。そういう

意味では、近々、尖閣諸島を占領しようというよ

うなことを試みる国はどこもないと思います。け

れども、もしそのようなことが起きてしまった場

合には、独自に再上陸してそれを取り戻す能力を

持てるようになると思います。ですから、もし必

要となれば、尖閣諸島に関しては、日本独自で再

上陸して取り戻すということができる能力を持

つようになると思っています。 

日本が、マレーシアとかフィリピンといった、

それ以外にも多くの場所において、こういった上

陸というか、陸海両用作戦を成功裏に遂行した経

験を持っているということを忘れてはならない

と思います。 

 

司会 マクデビットさん、どうもありがとうご

ざいました。時間を超えてやっていただきました。

それでは、恒例ですので、記者クラブのほうから

記念のネクタイをお贈りさせていただきます。 

 

マクデビット 通訳に感謝します。次回、記者

クラブに来させていただくときには、このネクタ

イをつけてまいりたいと思います。 

（文責・編集部）

 


